３　特別会計

　　特別会計に係る決算の状況については下表のとおりである。このうち主要な８会計について、P.28以降に取り上げた。

（１）歳入歳出決算の状況
[image: image1.emf]予 算 現 額 歳 入 決 算 額 収 入 歩 合

A B B/A

平成20年度

百万円 百万円 ％

大 阪 府 営 印 刷 所

594 454 76.40

流 域 下 水 道 事 業

81,837 79,786 97.49

港 湾 整 備 事 業

14,095 14,246 101.07

関 西 国 際 空 港 関 連 事 業

23,208 23,197 99.95

箕 面 北 部 丘 陵 整 備 事 業

15,401 15,353 99.69

不 動 産 調 達

5,243 5,324 101.55

公 債 管 理

869,648 869,671 100.00

市 町 村 施 設 整 備 資 金

34,069 34,070 100.00

証 紙 収 入 金 整 理

11,672 10,544 90.34

母 子 寡 婦 福 祉 資 金

943 1,022 108.37

中 小 企 業 振 興 資 金

4,972 6,981 140.42

農 業 改 良 資 金

140 371 266.09

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

50 126 251.51

林 業 改 善 資 金

22 102 472.80

合 計 ａ

1,061,894 1,061,248 99.94

平 成 19 年 度 合 計 額 ｂ

906,729 909,780 100.34

ポイント

差 引 増 額 a-b

155,165 151,468 △ 0.40

％ ％

対 前 年 度 比 a/b

117.11 116.65

 

特別会計    　    　　　　　　　　　　　　区　分


注：数値が※0となっている項目は、百万円未満の数値があることを示す。

特別会計の歳入決算額は１兆637億1,900万円で、前年度に比較して1,551億6,500万円、比率で17.11％の増となっている。また、歳出決算額は１兆528億3,600万円で、前年度と比較して1,487億9,100万円、比率で16.46％増加している。

[image: image2.emf]歳 出 決 算 額 執 行 率 歳入歳出差引額 翌 年 度 へ 実 質 収 支 額

  繰 り 越 す べ き

C C/A B-C 財 源

百万円 ％ 百万円 百万円 百万円

396 66.56 58 - 58

77,110 94.22 2,677 1,417 1,260

13,827 98.10 419 4 415

23,196 99.95 ※0 - ※0

15,272 99.16 81 - 81

5,242 99.98 82 - 82

868,670 99.89 1,001 - 1,001

34,067 99.99 3 - 3

10,200 87.39 344 - 344

892 94.56 130 - 130

3,844 77.32 3,137 - 3,137

67 48.26 304 - 304

42 84.49 84 - 84

10 48.50 91 - 91

1,052,836 99.15 8,412 1,421 6,992

904,045 99.70 5,735 72 5,663

ポイント

148,791 △ 0.56 2,677 1,349 1,329

％ ％ ％ ％

116.46 146.69 1,970.37 123.47

 


歳入、歳出の増加は、流域下水道事業特別会計の新設による増加と、公債管理特別会計における増加を主な要因としている。

なお、当該年度の実質収支69億9,200万円は、前年度の56億6,300万円と比較して13億2,900万円増加している。
（２）流域下水道事業特別会計

流域下水道施設及び流域汚泥処理施設の整備並びに維持管理事業の収支を整理するために設けられた会計である。

（　歳　入　）

[image: image3.emf]予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 収 入

予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額

収 入 済 額 の

対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ

増 減

C/A C/B

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

81,837 79,836 79,786 - 49 △ 2,050 97.49 99.94

収 入 歩 合


（　歳　出　）

[image: image4.emf]予 算 現 額 支 出 済 額



執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計



B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

81,837 77,110 3,202 - 3,202 1,525 94.22

翌 年 度 繰 越 額


（実質収支の状況）

[image: image5.emf]歳 入 総 額 歳 出 総 額

歳入歳出差引額

実質収支額

　



A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

79,786 77,110 2,677 1,260

1,417

越 す べ き 財 源

（繰越明許費繰越額等）

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り


予算現額818億3,700万円に対し、収入済額は797億8,600万円となっている。
収入済額と支出済額との差額26億7,700万円のうち、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は12億6,000万円となっている。

収入済額の主なものは、流域下水道費負担金226億6,500万円、一般会計からの繰入金195億7,400万円、国庫補助金158億円となっている。
支出済額は、771億900万円で、主なものは流域下水道施設及び流域汚泥処理施設の建設費264億6,900万円、維持管理費171億7,300万円となっている。

（３）港湾事業特別会計

港湾事業のうち収益事業の収支を経理するために設けられた会計である。

（　歳　入　）

[image: image6.emf]予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 収 入

予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額

収 入 済 額 の

対 予 算 対 調 定

A B C

増 減

C/A C/B

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

14,095 14,507 14,246 - 261 151 101.07 98.20

収　　入　　歩　　合


（　歳　出　）

[image: image7.emf]予 算 現 額 支 出 済 額



執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計



B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

14,095 13,827 47 - 47 221 98.10

翌 年 度 繰 越 額


（実質収支の状況）

[image: image8.emf]歳 入 総 額 歳 出 総 額

歳入歳出差引額

実質収支額

　



A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

14,246 13,827 419 415

翌 年 度 へ 繰 り

越 す べ き 財 源

（繰越明許費繰越額等）

D

百万円

4


予算現額140億9,500万円に対し、収入済額は142億4,600万円となっている。
収入済額の主なものは、府債50億7,400万円、港湾施設使用料29億6,500万円、公債管理特別会計繰入金25億6,500万円となっている。

支出済額は138億2,700万円で、主なものは一般会計への繰出金118億1,200万円、施設管理費８億9,700万円となっている。
（４）関西空港事業特別会計

関西国際空港関連事業を効率的に推進するために設けられた会計である。

（　歳　入　）

[image: image9.emf]予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 収 入

予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額

収 入 済 額 の

対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ

増 減

C/A C/B

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

23,208 23,197 23,197 - - △ 12 99.95 100.00

収 入 歩 合


（　歳　出　）

[image: image10.emf]予 算 現 額 支 出 済 額



執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計



B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

23,208 23,196 - - - 12 99.95

翌 年 度 繰 越 額


（実質収支の状況）

[image: image11.emf]歳 入 総 額 歳 出 総 額

歳入歳出差引額

実質収支額

　



A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

23,197 23,196 0 0

-

越 す べ き 財 源

（繰越明許費繰越額等）

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り


注：数値が0となっている項目は、百万円未満の数値があることを示す。

予算現額232億800万円に対し、収入済額は231億9,700万円となっている。
収入済額の主なものは、府債139億円、一般会計からの繰入金62億6,700万円、公債管理特別会計からの繰入金29億6,500万円である。

支出済額は231億9,600万円で、主なものは償還金、利子及び割引料212億7,700万円、公債管理特別会計への繰出金18億2,600万円である。
（５）箕面北部丘陵整備事業特別会計

箕面北部丘陵整備事業（水と緑の健康都市事業）を効率的に推進するために設けられた会計である。

（　歳　入　）

[image: image12.emf]予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 収 入

予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額

収 入 済 額 の

対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ

増 減

C/A C/B

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

15,401 15,353 15,353 - - △ 48 99.69 100.00

収 入 歩 合


（　歳　出　）

[image: image13.emf]予 算 現 額 支 出 済 額



執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計



B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

15,401 15,272 - - - 129 99.16

翌 年 度 繰 越 額


（実質収支の状況）

[image: image14.emf]歳 入 総 額 歳 出 総 額

歳入歳出差引額

実質収支額

　



A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

15,353 15,272 81 81

-

越 す べ き 財 源

（繰越明許費繰越額等）

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り


予算現額154億100万円に対し、収入済額は153億5,300万円となっている。
収入済額の主なものは、府債69億5,700万円、公債管理特別会計からの繰入金41億1,300万円、一般会計からの繰入金28億4,400万円である。

支出済額は152億7,200万円で、主なものは府債償還金128億800万円、土地区画整理事業建設費16億1,500万円である。
（６）不動産調達特別会計

公共施設用地等を先行取得するために設けられた会計である。

（　歳　入　）

[image: image15.emf]予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 収 入

予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額

収 入 済 額 の

対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ

増 減

C/A C/B

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

5,243 5,324 5,324 - - 81 101.55 100.00

収 入 歩 合


（　歳　出　）

[image: image16.emf]予 算 現 額 支 出 済 額



執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計



B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

5,243 5,242 - - - 1 99.98

翌 年 度 繰 越 額


（実質収支の状況）

[image: image17.emf]歳 入 総 額 歳 出 総 額

歳入歳出差引額

実質収支額

　



A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

5,324 5,242 82 82

翌 年 度 へ 繰 り

-

越 す べ き 財 源

（繰越明許費繰越額等）

D

百万円


予算現額52億4,300万円に対し、収入済額は53億2,400万円となっている。
収入済額の主なものは、府債50億8,500万円、財産売払収入１億8,000万円である。

支出済額は52億4,200万円で、そのほとんどが公共用地先行取得費である。
（７）公債管理特別会計

府債の発行及び償還事務を行うために設けられために設けられた会計である。

（　歳　入　）

[image: image18.emf]予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 収 入

予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額

収 入 済 額 の

対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ

増 減

C/A C/B

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

869,648 869,671 869,671 - - 23 100.00 100.00

収 入 歩 合


（　歳　出　）

[image: image19.emf]予 算 現 額 支 出 済 額



執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計



B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

869,648 868,670 - - - 978 99.89

翌 年 度 繰 越 額


（実質収支の状況）

[image: image20.emf]歳 入 総 額 歳 出 総 額

歳入歳出差引額

実質収支額

　



A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

869,671 868,670 1,001 1,001

越 す べ き 財 源

（繰越明許費繰越額等）

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り

-


（元利償還金の推移）

[image: image21.emf]年 度

平 成 20 年 度 平 成 19 年 度 平 成 18 年 度 平 成 17 年 度 平 成 16 年 度

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

元 金 632,487,103 537,485 639,884 655,870 452,327

利 子 81,705,038 83,065 87,917 98,790 111,713

元利償還金 714,192,141 620,550 727,801 754,660 564,040


予算現額8,696億4,800万円に対し、収入済額は8,696億7,100万円となっている。
収入済額の主なものは、府債（借換債）3,733億8,900万円、他会計からの繰入金3,321億6,900万円である。府債（借換債）は前年度に比べ、289億7,700万円増加している。
支出済額は8,686億7,000万円で、主なものは府債元利償還金7,141億9,200万円、減債基金積立金1,390億2,000万円である。
（８）市町村施設整備資金特別会計

府内市町村の公共施設等の整備を促進するため、資金の貸付けを行うために設けられた会計である。

（　歳　入　）

[image: image22.emf]予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 収 入

予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額

収 入 済 額 の

対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ

増 減

C/A C/B

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

34,069 34,070 34,070 - - 1 100.00 100.00

収 入 歩 合


（　歳　出　）

[image: image23.emf]予 算 現 額 支 出 済 額



執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計



B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

34,069 34,067 - - - 2 99.99

翌 年 度 繰 越 額


（実質収支の状況）

[image: image24.emf]歳 入 総 額 歳 出 総 額

歳入歳出差引額

実質収支額

　



A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

34,070 34,067 3 3

-

越 す べ き 財 源

（繰越明許費繰越額等）

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り


予算現額340億6,900万円に対し、収入済額は340億7,000万円となっている。
収入済額の主なものは、貸付金元利収入340億6,500万円である。

支出済額は340億6,700万円であった。財政再建プログラム（案）により市町村施設整備資金貸付金が平成20年度は休止されたため、支出済額のほとんどが一般会計への繰出金となっている。

（９）中小企業振興資金特別会計

小規模企業者等設備導入資金助成法及び独立行政法人中小企業基盤整備機構法に基づき、府内の中小企業者に対し設備の近代化や企業構造の高度化に要する資金の貸付けを行うために設けられた会計である。

（　歳　入　）

[image: image25.emf]予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 収 入

予算現額に対する

欠 損 額 未 済 額

収 入 済 額 の

対 予 算 対 調 定

Ａ Ｂ Ｃ

増 減

C/A C/B

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

4,972 8,378 6,981 - 1,397 2,009 140.42 83.32

収 入 歩 合


（　歳　出　）

[image: image26.emf]予 算 現 額 支 出 済 額



執 行 率

不 用 額

A B 繰越明許費 事故繰越し 計



B/A

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

4,972 3,844 - - - 1,128 77.32

翌 年 度 繰 越 額


（実質収支の状況）

[image: image27.emf]歳 入 総 額 歳 出 総 額

歳入歳出差引額

実質収支額

　



A B C=A-B C-D

百万円 百万円 百万円 百万円

6,981 3,844 3,137 3,137

-

越 す べ き 財 源

（繰越明許費繰越額等）

D

百万円

翌 年 度 へ 繰 り


予算現額49億7,200万円に対し、収入済額は69億8,100万円となっている。
収入済額の主なものは、貸付金元利収入47億5,500万円、前年度繰越金21億8,300万円である。

支出済額は38億4,400万円で、主なものは府債償還金21億5,600万円、貸付金７億9,400万円である。
収入未済額は13億9,700万円である。そのほとんどは貸付金元利収入13億9,200万円で、前年度と比較して6,900万円減少している。
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